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道路政策の質の向上に資する技術研究開発 

【研究状況報告書（2年目の研究対象）】  

 

① 研究代表者  

氏 名（ふりがな） 所 属 役 職  

山口 栄輝 
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教授 

（Ph.D.） 

② 研究 

テーマ  

名称 高性能鋳鉄床版の開発 

政策  
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：道路資産の保全 公募 

タイプ 

タイプⅡ：技術的課題の画期

的な解決を目指す研究 
［副領域］- 

③ 研究経費 

（単位：万円） 

※H27 は精算金額、H28 は

受託金額、H29 は計画額

を記入。端数切り捨て。 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 総合計 

 

433万円 
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2,298万円 

 

500万円 

 

5,004万円 

④研究者氏名  （研究代表者以外の主な研究者の氏名、所属・役職を記入。なお、記入欄が足りない場合は適宜
追加下さい。） 

氏    名  所属・役職  

恵良 秀則 九州工業大学大学院 教授 

佐伯 英一郎 日之出水道機器株式会社 取締役 

大城 桂作 九州大学名誉教授、日之出水道機器株式会社 取締役 

三木 千壽 東京都市大学 学長 

⑤研究の目的・目標 

日本の橋梁は経年による老朽化が進んでいる。特に採用実績の多い RC床版は劣化が著しく更新

の必要性が指摘されているが、古い橋梁の橋脚および基礎は耐震性が不十分なものが多く、同じ

RC 床版で更新することには問題がある。一方、鋼床版は RC 床版と比較して重量が軽く耐震性の

向上を図れる等のﾒﾘｯﾄを有するが、溶接部に疲労損傷を発生しやすいことが問題となっている。

これらの問題を解決するためには、軽量でかつ疲労耐久性の高い床版の開発が必要となっている。 

ここに新たな床版材料として提案する球状黒鉛鋳鉄は普通鋼と同等の性能を有する材料である。

「鋳造」は複雑な形状を一体成形できるという特徴を有し、溶接が不要となる。加えて部材ｺｰﾅｰ

部などでの応力集中を、板の増厚や丸み付け（R 化）により緩和できるため、高い疲労耐久性が

期待できる。 
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また、ｺｰﾅｰR化は塗装耐久性の向上にも寄与する。さらに、同じ形状のものを繰り返し

製造することが可能であり、標準化等でﾛｯﾄを大きくすることにより大幅なｺｽﾄ削減が可能

となる。本研究は、このような鋳鉄の特性を活かして、100年以上の耐用年数を持ち、か

つ経済的な鋼製（鋳鉄）床版を実現することを目的とする。 

⑥これまでの研究経過 

1．H27年度の研究成果および H28年度研究計画 

H27年度は(1)鋳鉄床版の最適形状の開発、(2)鋳鉄床版の変形性能の確認、(3)鋳鉄床版の疲労

性能の確認、(4)鋳鉄のすべり係数測定と接合構造の開発、(5)活荷重による鋳鉄床版および接合

部の変形性能の確認、(6)最適鋳鉄材料の選定と量産に向けた鋳造ﾌﾟﾛｾｽの確立を実施し、当初計

画に掲げた研究目的と目標はほぼ順調に達成できていると考えていることを報告した。 

なおH27年度中間評価における指摘事項は以下の2点であった。 

・多様な橋梁構造や床組み構造との組み合せに対して、適用範囲の拡大が見込めるように、でき

るだけ汎用性のある知見としてのとりまとめが期待される 

・製造ｺｽﾄが課題であるため、ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ等の観点から優位性を示すとともに、疲労耐久性能を明

らかにし、試験的にでも実橋梁への展開を進めていただきたい 

指摘事項を踏まえH28年度は以下を計画した。ここで言う最適化は最小重量のことである。 

（1）鋳鉄床版の最適形状の開発 

（2）鋳鉄床版の新しい接合構造の開発 

（3）鋳鉄床版の力学性能の検証 

（4）品質管理項目と検査方法の検討 

（5）鋳鉄床版の適用性の検証 

2．H28年度研究成果 

2-1．鋳鉄床版の最適形状の開発 

床版の必要性能を満足し最も経済的な形状とするため三次元有限要素法（FEM解析）を用いて開

発を進めた。 

2-1-1．設計基準強度と荷重、設計ｸﾗｲﾃﾘｱ 

使用した設計基準強度と荷重および設計ｸﾗｲﾃﾘｱを以下に示す。 

設計基準強度 耐力：350N/mm2、許容応力度：205N/mm2（「耐力/1.7」） 

荷重 活荷重：T荷重100kN、衝撃係数：0.4 

設計ｸﾗｲﾃﾘｱ 発生応力：許容応力度205N/mm2以下、たわみ量：「支間長/500」以下 

      ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ曲率半径：20m以上 

2-1-2．最適形状の検討項目 

最適形状を求めるにあたり、①副ﾘﾌﾞ間隔の最適化、②副ﾘﾌﾞ・主ﾘﾌﾞ断面の最適化、③曲率半径

Rの最適化、についてFEM解析による比較ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを行った。 
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2-1-3．解析条件 

図1に示すようﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ上の載荷位置を(a)～(d)と想定した中で最も応力的に厳しくな

ると考えられる(c)の載荷位置を解析条件とした。なお道路橋示方書には「併走する車両

間隔＝載荷位置間隔は1000mm」とあるが本解析(c)ではﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄから載荷面積が飛び出し

てしまうことから、より厳しい条件となる「間隔950mm」を載荷位置とした。 

材料定数、拘束条件は表1、図2に示す。 

載荷面積：200mmｘ500mm 

       載荷荷重：140kN（等分布荷重） 

図1．載荷位置と載荷条件 

表1．材料定数 

  

                          図2．拘束条件 

2-1-4．最適形状設定にあたっての検討ﾊﾟﾗﾒｰﾀ 

最適形状を求めるにあたっての検討ﾊﾟﾗﾒｰﾀを図3に示す。 

ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ寸法/厚みと主ﾘﾌﾞ間隔/本数はH27年度の研究成果の寸法を適用した。 

・X、NX：副ﾘﾌﾞ間隔、副ﾘﾌﾞ本数 

・hX、hY：副ﾘﾌﾞ高さ、主ﾘﾌﾞ高さ 

・RX：ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄと副ﾘﾌﾞ接合部の曲率半径R  
・RY：ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄと主ﾘﾌﾞ接合部の曲率半径R 

・ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ寸法：1245mm x 2495mm 

・ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ厚み：13mm 

 

 

                図3．検討ﾊﾟﾗﾒｰﾀ 
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2-1-5．副ﾘﾌﾞ間隔と副ﾘﾌﾞ・主ﾘﾌﾞ断面の最適化 

前述の解析条件に基づき、先ずは表2に示す組合せで副ﾘﾌﾞ間隔と副ﾘﾌﾞ・主ﾘﾌﾞ断面の最

適化についてFEM解析を行った。 

表2．考察対象とした副ﾘﾌﾞ本数（間隔）と副ﾘﾌﾞ・主ﾘﾌﾞ高さ 

本数(本) 10 11 12
間隔(mm) 266.7 240.0 218.2

高さ:hx(mm) 100 110 120 130 140 150

高さ:hy(mm) 150 160 170 180 190 200

副ﾘﾌﾞ

副ﾘﾌﾞ

主ﾘﾌﾞ

 

表3に副ﾘﾌﾞ10本、表4に副ﾘﾌﾞ11本、表5に副ﾘﾌﾞ12本の解析結果示す。 

表中の数値は発生する最大主応力を示し、赤字の×印は副ﾘﾌﾞで許容値を満たさない、青

字の×印は主ﾘﾌﾞで許容値を満たさないことを示している。なお、ここではﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄと副

ﾘﾌﾞ間の応力は考察対象としていない。 

表3．副ﾘﾌﾞ10本の解析結果（床版重量kgf/m2） 

 

表4．副ﾘﾌﾞ11本の解析結果（床版重量kgf/m2） 

 

表5．副ﾘﾌﾞ12本の解析結果（床版重量kgf/m2） 

 

表3～表5において、ｵﾚﾝｼﾞ色でﾊｲﾗｲﾄした最も軽い形状の床版を曲率半径Rの最適化対象

とした。 
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2-1-6．曲率半径Rの最適化 

H27年度の結果より図4に示すC1～C4の各ｺｰﾅｰに曲率半径Rを10mm施すとR無しの時と比べ

FEM上では22％程度の応力緩和が可能なこ

とが分かった。 

H28年度は引き続き経済性追求する中、

先ず対象数が最も多くなるﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄと副

ﾘﾌﾞの付け根C1に着目し曲率半径Rの最適化

を進めた。 

                         図4．曲率半径Rの対象部位 

表6に副ﾘﾌﾞ間隔/本数と曲率半径Rが0mm、10mm、20mmの組合せに対し、床版重量とFEM解

析で得られたC1部の発生応力を示す。なお、副ﾘﾌﾞ9本（副ﾘﾌﾞ間隔300mm）、副ﾘﾌﾞ13本（副

ﾘﾌﾞ間隔200mm）の結果は、昨年度に得られたものである。 

表6．床版重量と発生応力 

 

表6より、発生応力が許容値を満たし、かつ重量が最小となるのは、副ﾘﾌﾞ12本（副ﾘﾌﾞ

間隔218.2mm）、曲率半径R10mmの場合とわかる。この床版ﾊﾟﾈﾙにおいて、さらに曲率半径

Rを8mm、9mmとして検討を加えた。 

表7．曲率半径Rの最適化結果 

-212 -185.9 -160.9

R10
最小主応力

(N/mm2)
最小主応力

(N/mm2)
最小主応力

(N/mm2)
218.2　【12】

副リブ
間隔X(mm)
本数【Nx】

R8 R9

 

表7を見ると、曲率半径Rを9mmまで小さくしても、応力は許容値を満たす。また他のｺｰ

ﾅｰ部C2～C4の応力は大きくなく、床版製作上の最小曲率半径Rを有したｺｰﾅｰで要求性能を

満足する。 

昨年度までの結果と合わせ、主ﾘﾌﾞ間隔640mm/主ﾘﾌﾞ高さ170mm、副ﾘﾌﾞ間隔218.2mm/副ﾘ

ﾌﾞ高さ110mm、ﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄと副ﾘﾌﾞ付け根の曲率半径Rを9mmとする鋳鉄床版が最適形状であ

るとわかった。 
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2-2．鋳鉄床版の新しい接合構造の開発 

鋳鉄はその基地組織に含まれる黒鉛が影響し、量産工程や現場環境下で簡易なまたは作

業性の良い溶接ができない材料であるため、実橋における床版の接合はﾎﾞﾙﾄ接合とするこ

とを思考し、H27年度に鋳鉄のすべり係数測定を行った。 

測定の結果、道路橋示方書で規定された接触面に無機ｼﾞﾝｸﾘｯﾁﾍﾟｲﾝﾄを施す場合のすべり係

数0.45をｸﾘｱしたことで一般的な高力ﾎﾞﾙﾄを使った摩擦接合が可能となっている。 

次に道路橋示方書に則り、隣り合う床版のﾃﾞｯｷﾌﾟﾚｰﾄ、主ﾘﾌﾞ、副ﾘﾌﾞの接合構造、床版

と主桁との接合構造について検討を行った。 

続いて前述の検討済みの接合構造を発展させた新たな接合構造について構想検討と試設計

に取り組んできたが、高精度化に伴う生産技術課題の解決と製造機器の改良/改造などが

必要になること、新たに舗装への影響などの検証が必要であること、従来の橋梁設計思想

と大きく変わることでの検証が必要になることから、課題解決が困難であり中断した。 

2-3．鋳鉄床版の力学性能の検証 

H28年度は衝撃荷重に対する鋳鉄の衝撃性能を検証するとともに鋳鉄床版の疲労耐久性

能を検証するため輪荷重走行実験に着手した。 

2-3-1．衝撃性能把握のための落錘衝撃実験 

①供試体 

図5に示すとおり、落錘衝撃実験に使用する供試体は鋳鉄床版実体から井桁状にﾘﾌﾞに囲

まれた部位（600mmｘ600mm）を切出しして作成。 

      

図5．落錘衝撃実験 供試体 

②実験条件 

図6に示すとおり、鋼製の錘200kgを2m

の高さから供試体に接触する側をR10mm

の球状にした鋼製のﾋﾟﾝに自由落下させ、

落下ｴﾈﾙｷﾞｰを集中荷重にて供試体に伝

え鋳鉄の破壊ﾓｰﾄﾞが捉えられるようにし

た。 

図6．試験治具 

 

供試体 

切出し 
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③実験結果 

錘200kgを2mの高さから落とした時のｴﾈﾙｷﾞｰは3923Jであり、これは標準的な10tﾄﾗｯｸの

荷台高さ1480mmから400mmｘ400mmの長さ1.6mのH型鋼を落下させたｴﾈﾙｷﾞｰに相当するもの。 

落錘衝撃実験後の供試体の状態を図7に示す。 

落下ｴﾈﾙｷﾞｰの接触側となるﾃﾞｯｷ上面は球状のﾋﾟﾝ先端部が食い込み、接触面周辺のﾃﾞｯｷ部

を鉛直方向下向きに巻き込む形ですり鉢状に変形したもののき裂などは確認されなかった。 

一方、ﾃﾞｯｷ下面側は曲げによる引張で落錘時の接触点を中心にΦ30mm前後の範囲で十字状

の割れが発生したものの貫通には至っていない状況であった。 

  

図7．実験後の供試体状態 

以上のことから、本落錘条件下での鋳鉄床版の破壊ﾓｰﾄﾞは衝撃ｴﾈﾙｷﾞｰが入力された部分

から一気にﾃﾞｯｷ面全体にき裂進展し破断に至るようなものではなく、集中した範囲内での

き裂発生と破壊に留まることが分かった。 

2-3-2．鋳鉄床版耐疲労性能把握のための輪荷重走行実験 

①供試体 

輪荷重走行実験用の供試体として2種類の寸法の鋳鉄床版を計12枚製作し、高力ﾎﾞﾙﾄを

使った摩擦接合にて各床版を接合し、図8に示す橋軸方向長さ4,590mm、橋軸直角方向長さ

4,690mmの一体化した鋳鉄床版供試体を作成。 

  
図8．輪荷重走行試験 供試体 
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製作を行った2種類の鋳鉄床版の概略図を図9に示す。 
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図9．鋳鉄床版 概略図 
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②試験機 

輪荷重走行実験は、図10に示す㈱G&U技術研究ｾﾝﾀｰ（埼玉県）所有のｸﾗﾝｸ式輪荷重走行

試験機を使用した。 

表8に同試験機の仕様を示す。 

表8．輪荷重走行試験機の仕様 

 

ﾌﾚｰﾑ： 高さ6.5mｘ幅12m

ﾌﾗｲﾎｲｰﾙ直径： 5.2m

車輪の種類 鉄輪： 直径700mmｘ幅500mm

走行ｽﾄﾛｰｸ： 4600mm

ﾌﾗｲﾎｲｰﾙ回転数： 最大900往復/時

載荷荷重： 最大400kN

試験機能力

試験機寸法

 

図10．輪荷重走行試験機 

③実験条件 

一体化した鋳鉄床版供試体を実橋を想定し主桁間隔を3,000mmとし、載荷する輪荷重にて床版本

体および接合部の疲労性能検証を実施するため、試験機架台との接合は片側は固定端、もう片側

は可動端とした。 

載荷荷重は、他の既設床版での試験条件などを勘案した中で、RC床版における400kNまでの荷重斬

増載荷を採用すると鋳鉄床版の材料塑性域での促進実験となり疲労耐久性の検証には至らない。 

今回の実験は鋳鉄床版として初めての実験となることからも、土木学会鋼構造委員会の道路橋床

版の調査研究小委員会の検討を参考に157kN（鉄輪）の一定載荷とし100万往復（200万回）させる。 

図11に示すとおり、載荷位置は主桁間隔の中心とし、試験機の仕様から走行ｽﾄﾛｰｸは4,600mmとし

た。 

 
図11．輪荷重走行実験 載荷位置 

 

 

 

 

 

 

固定端 

可動端 

実験主桁間隔 

3,000mm 
左図斜線ﾊｯﾁﾝｸﾞ部：載荷位置 

載荷荷重：157kN 

幅 500mmｘｽﾄﾛｰｸ 4,600mm 
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載荷において、鉄輪が直接鋳鉄床版にふれると接触部となる鉄輪幅の線上での集中荷重

となるため、鉄輪が直接鋳鉄床版にふれないよう図12に示すとおりﾃﾞｯｷ上面からｺﾞﾑ板、

載荷版、載荷版ｶﾊﾞｰ、ﾍﾞﾆｱ板、鋼板を積み重ね、最上段の鋼板上を鉄輪が走行するように

し、鉄輪からの載荷荷重を200mmｘ500mmの載荷版とその下面に敷いたｺﾞﾑ板を通じ鋳鉄床

版のﾃﾞｯｷ面上面に入力するようにした。 

積み重ねた各部材の仕様を表9に示す。 

  

図12．載荷部位詳細 

表9．部材仕様 

ｺﾞﾑ板 板厚8.1mm ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ帆布入り耐摩耗ｺﾞﾑ

載荷版 200mmx500mmx板厚55mm 鋼製､走行方向に26個配置

載荷版ｶﾊﾞｰ 板厚12mm 鋼製､載荷版上面に設置

ﾍﾞﾆｱ板 板厚5.5mm -

鋼板 板厚16mm -  

④測定項目と方法 

床版下面側のたわみ、ﾃﾞｯｷ裏面/ﾘﾌﾞ部のひずみ、接合部の変位、高力ﾎﾞﾙﾄの軸力を輪荷

重10万往復（20万回）毎に実験荷重と同じ157kNで静的載荷し測定を行い、移動荷重に対

する鋳鉄床版の疲労特性を検証する。また実験終了時に載荷位置にあたる床版下面を中心

にき裂発生の有無を確認するため磁粉探傷検査を実施予定。（平成29年2月末完了予定） 

表10に測定項目の一覧、図13に側的機器の取付け状態を示す。 

表10．測定項目一覧 

測定項目 方法 測定箇所 測定点数

たわみ 変位計 床版下面 9

ひずみ ひずみｹﾞｰｼﾞ 床版下面
(1軸)89
(3軸)16

変位 ｸﾘｯﾌﾟｹﾞｰｼﾞ 接合部 2

軸力 ひずみｹﾞｰｼﾞ 高力ﾎﾞﾙﾄ 8    
図13．測定機器取付け状態 
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2-4．品質管理項目と検査方法の検討 

 一体成形を行う鋳鉄床版ﾊﾟﾈﾙの品質管理項目と検査方法の検討を行った。 

2-4-1．鋳鉄床版ﾊﾟﾈﾙの製造ﾌﾛｰと各種検査 

 図 14に検討した鋳鉄床版ﾊﾟﾈﾙの製造ﾌﾛｰと各製造ﾌﾟﾛｾｽにおける検査例を示す。 

製造ﾌﾛｰ 検査例

材料溶解

黒鉛球状化処理

鋳造

仕上/機械加工

鋳鉄床版ﾊﾟﾈﾙ完成

成分分析1

成分分析2

黒鉛球状化判定

機械的性質試験

非破壊検査

外観検査

寸法検査

成分調整

 

図 14．鋳鉄床版ﾊﾟﾈﾙ 製造ﾌﾛｰと検査例 

ここで示した検査例の中で、成分分析、黒鉛球状化判定、機械的性質試験における試験方法は

以下のとおりである。 

・成分分析：JIS G5502「球状黒鉛鋳鉄品」第 5項「化学成分」による 

・黒鉛球状化判定：JIS G5502「球状黒鉛鋳鉄」第 7項「黒鉛球状化率」による 

・機械的性質：JIS G5502「球状黒鉛鋳鉄」第 6項「機械的性質」による 
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 一体成形される鋳鉄床版ﾊﾟﾈﾙにおいても、表面や内部に使用上有害な鋳巣などがないことの確

認は必要である。しかしながら、複雑形状である鋳鉄床版ﾊﾟﾈﾙの全ての部位を非破壊検査を行う

ことは合理的とは言えず、床版として使用する上で大きな作用応力が発生するﾘﾌﾞ下面の交差部を

対象に非破壊検査の適用性を確認した。なお、鋳鉄床版ﾊﾟﾈﾙは、その形状、大きさから放射

線透過試験の適用は難しいことから、表面に対しては磁粉探傷試験、内部に対しては超音

波探傷試験の適用性について確認を行った。 

2-4-2．磁粉探傷試験の適用性確認 

表面の検査方法として、鋳鉄床版ﾊﾟﾈﾙの表面は鋳肌と呼ばれる50～100μmの凹凸状であ

り、特別に機械加工やｸﾞﾗｲﾝﾀﾞｰなどで仕上を行った部位以外はこの鋳肌の状態である。鋳

肌への浸透探傷試験は微細ｸﾗｯｸの識別が難しいことから磁粉探傷試験が適当と考える。 

磁粉探傷試験は、鉄鋼製品など磁性材料における微細ｸﾗｯｸの非破壊検査に用いられており、

JIS Z2320－1：2007に規格化されている。鋳鉄も磁性材料であり磁粉探傷試験が適用可

能であり、これまで行ってきた各疲労試験後の確認も磁粉探傷試験で行ってきており検査

方法としての適用に問題ないと考えているが、今回、鋳鉄床版ﾊﾟﾈﾙの検査方法として再整

理を行っておくこととし、鋳肌が存在する鋳物の供試体に微細ｸﾗｯｸを施し、磁粉探傷試験

での検出状態について確認を行った。 

①供試体 

図15にﾊﾝﾏｰで打撃を加え微細ｸﾗｯｸを発生させた供試体を示す。 

 

図15．磁粉探傷試験 供試体 

②試験機器 

図16と表11に試験に使用した磁粉探傷器と仕様を示す。 

              表11．磁粉探傷器 仕様 

    

ﾒｰｶｰ 日本電磁測器㈱

型式 NC-3Y

磁化方法 極間法

通電時間 5秒通電､2秒休止  
図16．磁粉探傷器 
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③検証結果 

磁粉探傷試験の結果、図17に示すとおり微細ｸﾗｯｸを発生させた部分に筋状の蛍光体の発

色が容易に目視観察でき、鋳鉄床版の鋳肌表面の微細ｸﾗｯｸ検査に磁粉探傷試験が適用可能

であることが再確認できた。 

 

図17．磁粉探傷試験結果 

2-4-3．超音波探傷試験の適用性確認 

一般的に鋼床版の溶接部検査では超音波探傷試験が行われており、鋳鉄床版においても

適用が可能と考えられる。鋼床版では、例えばﾃﾞｯｷ部の鋼材とﾘﾌﾞ部の鋼材との溶接接合

部であるﾘﾌﾞ付け根が検査部位となるが、鋳鉄床版は製造ﾌﾟﾛｾｽ上でﾃﾞｯｷ部とﾘﾌﾞ部は一体

成形となり、またﾘﾌﾞ付け根部には応力緩和につながる曲率半径Rを同じく一体成形で施す

ことができ、ﾘﾌﾞ付け根部は疲労破壊点にはならない。このことはH27年度に実施した静的

載荷実験、定点繰返し疲労実験においてもﾃﾞｯｷ下面やﾘﾌﾞ付け根近傍に発生する応力はﾘﾌﾞ

下端の交差部より低かったことからも確認されている。 

以上のことから、鋳鉄床版における検査対象部位は載荷時に応力が高く発生するﾘﾌﾞ下

端の交差部とし、試験検証を行っていくものとした。 
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①供試体 

図18に超音波探傷試験に使用した鋳鉄床版供試体（1,250mmｘ2,500mm）を示す。 

 

図18．超音波探傷試験 供試体 

②試験機器 

今回の検証では、超音波探傷法の1つで探傷結果を画像で評価できるﾌｪｰｽﾞﾄﾞｱﾚｲ超音波

探傷法を用いた。通常の超音波ﾌﾟﾛｰﾌﾞは1つの振動子（圧電素子）で構成されるが、ﾌｪｰｽﾞ

ﾄﾞｱﾚｲ超音波探傷のﾌﾟﾛｰﾌﾞは多数の振動子により構成され、個々の振動子が超音波を送受

信するﾀｲﾐﾝｸﾞを独立に制御し、合成された超音波波面を形成することにより超音波ﾋﾞｰﾑ

の制御を行う。超音波の入射方向や焦点距離を自由に変えて探傷できるため、従来の超音

波探傷では探傷が困難であった狭隘部への適用が可能であるもの。 

図19に使用したﾌｪｲｽﾞﾄﾞｱﾚｲ超音波探傷器、表12にその仕様と測定条件を示す。 

  

図19．ﾌｪｰｽﾞﾄﾞｱﾚｲ超音波探傷器とﾌﾟﾛｰﾌﾞ 

表12．ﾌｪｰｽﾞﾄﾞｱﾚｲ超音波探傷器 仕様/測定条件 

本体 ﾌﾟﾛｰﾌﾞ

OmniScan MX 5L64‐I1

出力

音速

ｵﾘﾝﾊﾟｽ㈱

36db

5,612m/秒
測定

ﾒｰｶｰ

型式

 

未塗装のまま屋外保管のため 

表面に錆が発生 
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③検証結果 

 図 20に超音波探傷試験の結果の一例を示す。 

探傷図を見ると、表面から 12mm の位置に 40％の反応を示す欠陥の反射ｴｺｰの波形を見て取ること

ができる。今後、欠陥ｻｲｽﾞと波形の反応％との相関関係の精緻化は必要なものの、鋳鉄製の検査

機器の校正試験片において欠陥ｻｲｽﾞΦ1.5mmの時に波形 100％を示すことから判断するとΦ1mm程

度の欠陥探傷が可能であることが確認できた。 

 

 

図 20．超音波探傷試験結果 
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2-5．鋳鉄床版の適用性の検証 

これまでの研究/開発成果を元に鋳鉄床版の実橋適用性についての検証結果を表 13に示す。 

表 13．従来型床版と鋳鉄床版との比較一覧 

特徴
疲労耐久性 △

･旧基準で設計された床版は
厚みが薄く耐久性が低い

○

･PC床版と同等以上

○

･輪荷重約300kNで50万回程度
で破壊(第2回道路橋床版ｼﾝﾎﾟ
ｼﾞｳﾑ講演論文集より)

○

･鋳鉄で構成するため,溶接が
一切なし(疲労ﾌﾘｰ)
･1000万回載荷の疲労試験に
てき裂発生せず
(定点繰返し)

軽量化 ×

･500kg/m2
 (床版厚200mm)

×

･440kg/m2
 (床版厚160mm)

△

･330kg/m2
 (床版厚160mm)

○

･270kg/m2
 (ﾃﾞｯｷ厚13mm)

急速施工性
×

･現場製作のため､現場工期が
長い

×

･現場製作のため､現場工期が
長い

△

･ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ構造のため､現場製
作がなくRC/鋼･ｺﾝｸﾘｰﾄ合成床
版と比べ､現場工期の短縮が
可能 △

･部品点数が多く､現場施工性
は悪いものの､他工法で使用
されるﾓﾙﾀﾙ打設がないﾎﾞﾙﾄ締
結工法により打設/養生期間
が不要､架設支持(ﾍﾞﾝﾄ)が不
要であることから1～2日の工
期短縮が見込める

ｺｽﾄ ○

･床版費用は最も安価で､桁補
強量が多いものの全体工費は
安価に納まっている ○

･RC床版より高価で､桁補強量
も同等量必要

○

･RC/鋼･ｺﾝｸﾘｰﾄ合成床版に比
べると高価

△

･接合面の機械加工､接合部の
ﾎﾞﾙﾄ/添接板など部品点数が
多いことから床版価格は高価
･仮設支持(ﾍﾞﾝﾄ)が不要

部分取替 - - - ○
･部分的な取替が可能

塗装ﾒﾝﾃﾅﾝｽ性 ○
･発錆がなくﾒﾝﾃ小

○
･ﾒｯｷ処理による発錆対策によ
りﾒﾝﾃ小 ○

･発錆がなくﾒﾝﾃ小
△

･発錆による定期ﾒﾝﾃ要

その他 -

･現行の設計基準で設計する
と床版厚が厚くなり重量が増
す
･死荷重増による橋脚再補強
が必要な場合がある

-

･死荷重増加による橋脚照査
が必要な場合がある
･ｺﾝｸﾘｰﾄｸﾗｯｸによる｢滞水｣が
課題 -

･継手部が弱点
(配筋,50Nｺﾝ,欠損)
･最も一般的に使用されてい
る形式
･ﾌﾟﾚﾃﾝ(工場)のため,品質が
安定

-

･ﾊﾟﾈﾙの直線性に難点
･曲線,拡幅対応すると多品種
少量生産となるため､部分的
に鋼製とのﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ構造を検
討中
･主桁上ﾌﾗﾝｼﾞ上面のｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙ
ﾄ仕上精度に課題

鋳鉄床版

ｲﾒｰｼﾞ

ﾀｲﾌﾟ
従来型床版

RC床版 鋼･ｺﾝｸﾘｰﾄ合成床版 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄPC床版

 
 

適用性に関する主な成果評価は以下の 4点である。 

①疲労耐久性は、一体成形、応力集中を緩和する曲率半径 R の付与により優れた疲労耐久性を有

していることを証明 

②軽量化は、ﾘﾌﾞ断面、ﾘﾌﾞ配置（本数）、曲率半径 Rの最適化により、RC床版の半分程度を達成 

③急速施工性は、床版ﾊﾟﾈﾙなどの接合を高力ﾎﾞﾙﾄ摩擦接合とし、また輸送ﾄﾚｰﾗｰ荷台に載せられる

ｻｲｽﾞまでを工場組立とすることで現場での接合作業を削減することが可能 

④製造ｺｽﾄは、高力ﾎﾞﾙﾄ接合部の精度確保のための機械加工費、製造機械の製造制約からくる床版

ﾊﾟﾈﾙｻｲｽﾞの大型化ができないことによる接合箇所が多いこと、ﾘﾌﾞ構造による表面積増加により塗

装費用の増大によりｺｽﾄが高め 

なお、既知のﾃﾞｰﾀがなくこれ以上の従来型床版との定量比較はできず、また施工検討や試設計

を踏まえないと指摘事項にあったﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの算定はできなかったもの。 
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⑦研究成果の発表状況 

（本研究から得られた研究成果について、学術誌等に発表した論文および国際会議、学会等における発表等があれば記入。） 

＜論文投稿/査読審査中＞ 

一般社団法人 日本鋼構造協会鋼構造論文集 ： 「鋳鉄床版の力学的特性」 

九州工業大学大学院 山口栄輝、東京都市大学 三木千壽 

土木研究所 玉越 隆史 

日之出水道機器㈱ 佐伯 英一郎、飛永 浩伸、村山 稔 

 

⑧研究成果の活用方策 

（本研究から得られた研究成果について、実務への適用に向けた活用方法・手段・今後の展開等を記入。また、研究期間終了後

における、研究の継続性や成果活用の展開等をどのように確保するのかについて記述。） 

実務への適用  

・実橋における床版取替え工事および新設橋梁の床版工事への鋳鉄床版の適用   

・本成果の量産製造技術および品質管理への活用   

研究期間終了後の展開  

・実環境下における疲労き裂等の性能検証   

・鋳鉄の持つ優れた疲労特性を活かした他の土木鋼構造物への鋳鉄適用の展開 

⑨特記事項 

（本研究から得られた知見、学内外等へのインパクト等、特記すべき事項があれば記入。また、研究の目的・目標からみた、研

究成果の見通しや進捗の達成度についての自己評価も記入。） 

H28年度までの取組みと進捗状況から、H28年度に掲げた新たな接合構造の開発は、高精

度化に伴う生産技術課題の解決と製造機器の改良/改造などが必要になること、新たに舗

装への影響などの検証が必要であること、従来の橋梁設計思想と大きく変わることでの検

証が必要になることから、課題解決が困難であり中止したい。また研究目標である実橋適

用試験についても、実際に実行するとなると現場選定や製品の設計、計画、準備から実橋

施工までをH29年度内に完了することは困難である。従って、研究目標を「実橋採用のた

めの適用条件の整理」とし、下記の2ﾃｰﾏを最終年度となるH29年度に取り組んでいきたい

と考える。 

・実橋適用のための判断根拠の整理 

・経済性を考慮した適用範囲の明示 
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